
 

 

令和４年度事業報告書 

はじめに 

 公益財団法人おおいた共創基金は、平成２５年の設立以来、行政、企業等が対応しきれ

ていない分野の地域課題の解決に取組むＮＰＯ団体の活動を支援しています。 

 新型コロナウイルス感染拡大の終息が見通せない中、社会経済活動が縮小し、これまで

以上に様々な課題の発生やその多様化が予想されたため、基金としても様々な関係機関と

一層の連携を図りながらＮＰＯ団体への支援を継続してまいりました。 

  

１ 資金的活動基盤強化事業 

（１）ＯＡ機器助成事業 

平成２７年度から大分県内で地域貢献活動に取り組むＮＰＯ（ＮＰＯ法人及び任意団体）

に対し活動に必要なＯＡ機器を助成しており、今年度もニーズが多いＯＡ機器の助成事業

を実施した。 

３７団体から応募があり、申請内容（ＯＡ機器の必要度など）及びＮＰＯ活動の実績等

を審査し、２１団体に助成することを決定して、令和５年３月６日に開催した「めじろん

フォーラム２０２３」において、ＯＡ機器を贈呈した。 

・ノートパソコン：１３団体  ・プリンター：３団体  ・プロジェクター：５団体 

※総額：１,５８４,２２０円 

 

（２）ＮＰＯ基盤強化支援事業 

平成２８年度から実施している。 

県内ＮＰＯ団体が自ら寄付金集めのノウハウを身につけることにより、その基盤強

化に取り組み、地域課題解決のための継続的な活動ができるよう支援を行うもの。 

令和４年度は３団体を採択した。 

     ・認定特定非営利活動法人 おおいた成年後見権利擁護支援センター 

          １００，０００円 

・特定非営利活動法人 まど               １００，０００円 

・特定非営利活動法人 シネマステーション大分       １００，０００円 

 

（３）ふるさと創生ＮＰＯ連携促進事業 

   特定非営利活動法人、法人格のないボランティア団体、市民活動団体及び地域コミ



 

 

ュニティー団体（以下、「ＮＰＯ団体」という。）が、他のＮＰＯ団体や企業等の多様

な主体と協働して行う地域活性化や地域の課題解決などふるさと創生を推進する取組

に対して、支援することにより、ＮＰＯ団体同士や多様な主体との連携促進、ＮＰＯ

団体の育成及び県民全体で支える地域社会の創生を目指し、本年度は３グループ（協

働体）の事業に対して、それぞれ補助金１００万円を交付し、伴走支援を行った。 

   また、当該事業に応募したＮＰＯ団体に対して事業計画作成等の支援を行った中間

支援団体に当該経費として１０５，２５０円を助成した。 

  

（４）冠助成事業 

企業訪問時に「○周年記念行事」等、企業名や商品名などを冠した助成事業につ 

いて打診し、協力可能ならば予算化をお願いしたが、実現しなかった。 

 

２ 運営的活動基盤強化事業 

（１）企業とＮＰＯの協働推進セミナー２０２２ 

   企業、行政等の社会貢献活動に対する意識を高めるとともにＮＰＯ、企業、行政等 

  が地域社会の課題を共有し、それぞれの強みや特性を生かした協働の推進を図ること 

を目的にセミナーを開催した。 

     本セミナーでは、「多様な主体との協働がつなぐ地域の創生～ＥＳＧでＯＩＴＡの 

未来を創る！～」をテーマに、コロナ後を見据え、ＥＳＧの視点から多様な主体が 



 

 

協働して課題解決に取り組むことを目指した。 

立教大学特任教授の河口眞理子氏による講演や企業のＮＰＯ現場体験活動の報告をとお

して、ＥＳＧや協働に対する理解が一層深まり、公共や民間といった概念や組織の垣根を

超えた形での連携やＥＳＧに取組む意識が高まったと思われる。 

ＥＳＧは、企業の活動とＮＰＯの活動が目指す目的を共通の物差しで表現できるととも

に、同じ目標を持った主体どうしがつながり易くなる有効な手段であり、ＥＳＧというツ

ールを活用して、ＮＰＯと企業をはじめとする様々な主体がつながる機会となった。 

・日  時  令和４年１２月２１日（水） １３：３０～ 

・会  場  Ｊ：ＣＯＭホルトホール大分３階大会議室 

    ・参 加 者  大分県内のＮＰＯ、企業、行政、学生、一般県民など 

           ６７名(うち ZOOM参加 20)：ＮＰＯ18、企業 19、行政 16、一般 14    

① 講演「なぜ協働なのか？ステークホルダー資本主義が意味すること」 

講師 立教大学特任教授 河口 眞理子 氏 

② 「令和４年度企業のＮＰＯ現場体験活動」報告 

・参加企業 鬼塚電気工事株式会社  

体験先  特定非営利活動法人 おおいた環境保全フォーラム 

・参加企業 九州労働金庫大分県本部 

体験先  特定非営利活動法人 地域ひとネット 

・参加企業 大分航空ターミナル株式会社 

 体験先  特定非営利活動法人 ＢＥＰＰＵ ＰＲＯＪＥＣＴ 

 

（２）ＣＳＲ活動とＮＰＯ活動の連携推進委員会（Ｒ４．８．１設置） 

企業等とＮＰＯなどの多様な主体が、互いを理解し、それぞれの強みや特性を活か

して、地域課題を共に考え、解決に向けて共に取組むパートナーとして協働が推進さ

れ、少しでも多くの地域課題の解決が図られることを目的として開催した。 

委員構成は、ＮＰＯから３名、企業・団体から３名、中間支援団体から３名、及び行政

から２名とした。委員会では、ＮＰＯ、企業等、中間支援団体及び行政の各委員所属団体

の取組事例における課題や成果をもとに、ＣＳＲ活動とＮＰＯ活動の連携・協働を如何に

図るかについて、重要項目を整理するとともに、今後のＣＳＲ関連セミナーのあり方など

について意見交換等を行った。 

複雑化、高度化する地域課題の解決のためには、ＮＰＯ、企業、行政などの多様な主体

が連携して活動することが重要であり、委員会は情報交換と今後の連携推進に有益な意見

交換や提案を行う場として活用することができた。 

①第１回連携推進委員会  令和４年１１月９日（水） 

   ②第２回連携推進委員会  令和５年 ２月７日（火）  



 

 

（３）めじろんフォーラム２０２３ 

  「多様な主体との協働」をテーマに、県内各地域で活動するＮＰＯ・ボランティア

団体と、社会貢献活動（ＣＳＲ活動）に取り組む企業や団体等とのパートナーシップ

構築を促進し、より多くの地域課題の解決に向けた取組が進むことを目的として開催

した。 

講演及び活動報告を通じて、企業・団体には、地域課題に応えるためにＣＳＲプログラ

ムをどのように作成し、地域社会の中でどのようにＣＳＲ活動を進めるか等について理解

を深めていただき、また、ＮＰＯには、今後の活動のあり方や企業・団体との連携や協働、

支援の獲得に向けて取り組む際のヒントなどを学んでいただく機会が提供できた。 

  ・日 時  令和５年３月６日（月） １３：３０～ 

  ・場 所  アイネス ２階 大会議室 

  ・参加者  県内ＮＰＯ ５０人、企業・団体 ８人、行政など ９人  計６７人 

  ・プログラム 

①企業・団体への感謝状贈呈  １１法人 

②助成金及び助成物品の贈呈 基盤強化事業 ３団体、ＯＡ機器助成 ２１団体 

③講演 演題 「ＮＰＯ・企業・地域・行政の協働を進めるポイントとは」 

    講師 協力世界代表 松原 明 氏 

④ふるさと創生ＮＰＯ連携促進事業活動報告 ３グループ（協働体） 

 

（４）ＮＰＯセンター事業 

今年度もコロナウイルス感染症拡大の影響で、Zoom配信も同時に行った。配信方

法等の改善点はあるものの、好評であった。オンライン配信は欠かせないものとなっ

てきている。より精度をあげて対応していきたい。 

①スキルアップ講座 

・伝わるコンテンツの作り方         ７/２８（木）講師：新見奉之氏 

・SNS＆ホームページを使った情報発信の基礎 ８/２５（木）講師：新名康行氏 

・SNS＆ホームページを使った情報発信の実践 ９/２８（水）講師：新名康行氏 

・効果的なチラシの作り方          １/２６（木）講師：森海里氏 

・事業報告書を作成しよう          ２/１５（金）講師：安東俊信氏 

②チャレンジセミナー １０/２８（金） 

  「２９歳移住者がＮＰＯを立ち上げて日曜討論に出演するまで」 

講師：松永鎌矢氏（ＮＰＯ法人リエラ 代表理事） 



 

 

③出張個別相談会 中止 

④会計フォローアップ講座 ２/１５（水） 運営アドバイザー：松尾直美氏 

⑤相談業務 

・相談件数等 

開館日数 243日／年 

来館者総数 215人／年 

電話対応件数 123件／年 

年間相談件数 319件／年 

相談内訳（来訪：41 電話：104 メール：174） 

 

・相談内容内訳 

助成金 19件 6.0％ 

広報 0件 0.0％ 

会計・税務 3件 0.9％ 

団体設立 7件 2.2％ 

団体運営 3件 0.9％ 

提出書類 4件 1.3％ 

おんぽ登録等 5件 1.6％ 

情報提供依頼 51件 16.0％ 

企業ＣＳＲ 0件 0.0％ 

運営ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ関係 84件 26.3％ 

講座・ｾﾐﾅｰ関係 92件 28.8％ 

ﾌﾘｰｽﾍﾟｰｽ利用 0件 0.0％ 

印刷機利用 5件 1.6％ 

機材・書籍貸出 4件 1.3％ 

その他 42件 13.2％ 

合計 319件 100％ 

 

⑥運営アドバイザー派遣 

年度当初に、財務会計や人事労務、税務、経営戦略などの分野、１７名の派遣アドバ 

イザーを委嘱し、ＮＰＯ団体のニーズに応じて、年間６６件の派遣を行った。 



 

 

３ 地域課題の分析と研究 

（１）大分大学との連携 

大分大学と連携して、「令和４年度大分県ＮＰＯ団体等の現状把握に関する調査」を

実施した。本年度は大分県内のＮＰＯ団体の現状把握を行うとともに、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響、事業継承についての調査を行った。 

今後のＮＰＯ団体への支援を検討するための資料とする。 

 

（２）大分市（ライフパル）との連携 

大分市のＮＰＯ団体数は県全体の約半数を占めていることから、ＮＰＯ団体への支

援を大分市と連携して進めるために定期協議等を行った。 

①第１回定期協議「令和４年度の事業について」         ５/３１（火） 

②第 2回定期協議「令和４年度事業経過情報について」      ９/２８（火） 

③第 6回ＮＰＯ博への出展                  １１/２０（日） 

④第 3回定期協議「令和４年度事業実施状況、令和５年度事業計画」２/ ９（木） 

 

（３）ＳＤＧｓの普及・啓発 

１２月２１日（水）「企業とＮＰＯの協働推進セミナー２０２２」を開催し、「多様

な主体との協働がつなぐ地域創生～ＥＳＧでＯＩＴＡの未来を創る！～」をテーマに

普及・啓発を図った。 

 

４ 基金の強化事業 

（１）広報活動 

① フェイスブック及びホームページへの随時投稿及び更新を行うとともに、めじろ

んＮＥＷＳ（ＮＯ.２４～２６）を発行した。 

② めじろんグッズ(ジャンバー、ティッシュ、のぼり旗等)の配布、貸与を行った。 

 

（２）募金活動 

① 賛助会員等からの寄付金 

ア 前年度の企業・団体賛助会員（６９会員）への継続依頼 

     訪問及び書面で継続依頼 … ６２会員が継続加入、７会員が継続不可であった。 

                また、前年度継続不可であった企業１社が会員に復帰した。 



 

 

イ 新規の企業・団体賛助会員の獲得 

       コロナ禍により新規賛助会員の獲得に向けた企業・団体訪問は、儘ならなかったが、

募金箱による寄付募集を見た企業１社から新規会員の申し込みがあった。 

     ※ 企業・団体賛助会員：６４会員、寄付金額：１,２５５,０００円 

ウ 個人賛助会員の獲得 

賛助会員加入の勧誘のため、県職員ＯＢ等の訪問、お願い文書の送付を行った。 

※ 個人賛助会員：７人、寄付金額：９８,０００円 

② 募金箱による募金 

ア 店舗設置の募金箱 

      設置か所：７３か所 

※ 募金箱の募金総額：８００,８１９円 

イ イベント等設置の募金箱 

      ※ 設置回数：１回、募金総額：８,２４２円 

③ 寄付金付き自動販売機による寄付金 

ア 大分航空ターミナル（株）から寄付金（９３,６７４円）を、Ｒ４.４.２１にホテル

ニューツルタにおいて受領した。 

イ その他の自動販売機４台分（１３,０７４円）は、自販機設置業者から随時に口座振

込された。なお、佐伯市上浦町のしおさいの里に設置していた自動販売機が昨年３月末

で撤去され、３台となっている。当該自販機の３月分は４月に入金された。 

      ※ 寄付金総額：１０６,７４８円 

 

５ 経常的業務 

（１）監事監査 ５/９（月） 

（２）第４５回理事会 「令和３年度事業報告及び決算報告、評議員選定委員の選任、 

評議員候補者（補欠）の推薦」 ５/１８（水） 

（３）第１１回評議員選定委員会 「評議員（補欠）の選任」 ５/２４（火） 

（４）第１３回定時評議員会 「令和３年度事業報告及び決算報告」 ６/６（月） 

（５）第４６回理事会 「代表理事の選定、業務執行理事及び副理事長の選定」 

６/２３（木） 

（６）第４７回理事会 「令和４年度主要事業進行管理」 １１/１６（水） 

（７）第４８回理事会 「令和５年度事業計画（案）、令和５年度収支予算（案）、 

令和４年度主要事業進行管理、寄付実績」 ３/１３（月） 


